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解 1 

JIS C 9335-2-60：9999 
 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性－第 2-60 部： 
渦流浴槽機器，渦流スパ及びこれらに類する機器の個別要求事項 

解 説 

 

この解説は，規格に規定・記載した事柄を説明するもので，規格の一部ではない。 

この解説は，日本規格協会が編集・発行するものであり，これに関する問合せ先は日本規格協会である。 

1 今回の改正までの経緯 

WTO の TBT 協定（貿易の技術的障害に関する協定）の発効及び貿易不均衡の是正，規制緩和の促進な

どについての内外からの強い要望を受け，政府は，我が国の経済社会を国際的に開かれたものとし，自己

責任原則及び市場原理に立つ自由な経済社会としていくことを基本とした“規制緩和推進計画（平成 7 年

3 月 31 日）”を策定し，その具体策の一つとして，JIS の国際整合化の推進が盛り込まれるに至り，国際規

格との整合性を図ることとなった。 

この政策を受けて，渦流浴槽の安全規格に関しては，2005 年 10 月 20 日に，IEC 60335-2-60:2002 を基に

JIS C 9335-2-60（家庭用及びこれに類する電気機器の安全性－第 2-60 部：渦流浴槽の個別要求事項）が改

正され，2008 年 6 月 17 日に電気用品の技術上の基準を定める省令（昭和 37 年通商産業省令第 85 号）第

2 項基準（現在の同省令の解釈 別表第十二）に J60335-2-60（H20）として採用された。 

その後，この規格と併読して用いる JIS C 9335-1（家庭用及びこれに類する電気機器の安全性－第 1 部：

通則）が 2014 年 2 月に改正され，その修正をこの規格に取り込む必要が生じたため，及び対応国際規格で

ある IEC 60335-2-60 が 2002 年に第 3 版として発行された後，Amendment 1:2004 及び Amendment 2:2008 と

して改訂されたため，2017 年に JIS C 9335-2-60（家庭用及びこれに類する電気機器の安全性－第 2-60 部：

渦流浴槽機器，渦流スパ及びこれらに類する機器の個別要求事項）として改正（以下，旧規格という。）し，

さらに 2017 年に IEC 60335-2-60 の第 4 版が発行されたため，今回，この対応国際規格との整合を図るた

め，改正した。 

改正に当たっては，一般社団法人日本ホームヘルス機器協会が委員会を設置し JIS 原案を作成した。 

2 今回の改正の趣旨 

2017 年の JIS の改正後に，対応国際規格である IEC 60335-2-60 の第 4 版が発行され，主に適用範囲に新

たに持ち運び可能な渦流スパが追加され，これに関する絶縁クラスのすみ分けを行うなどの改訂があった

ため，対応国際規格とのかい（乖）離を解消するとともに技術の実態に即した内容にするため，この規格

を改正した。 
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3 審議中に特に問題となった事項 

審議中に特に問題となった事項は，次のとおりである。 

注記 以下の細別の題名の後に括弧書きで示している箇条番号などは，規格本体などの箇条番号などを

示している。 

a) 適用範囲（箇条 1） 旧規格では，適用を意図しない規格として記載している，医用電気機器の“（JIS 
T 0601-1）”を，IEC 規格と同様に記載すべきではないか，という意見があったため，審議した結果，

医用電気機器に家庭用の医療機器が含まれると誤解される可能性があるため，適用を意図していない

ものとして“医用電気機器（JIS T 0601-1）”を記載した。 

なお，他の家庭用医療機器の JIS も同様の記載としているが，現状では問題は生じていない。 

b) 可搬形機器の定義（3.5.1）及び試験のための一般条件（5.101） 可搬形機器の定義では，“持ち運び可

能な渦流スパ”は，移動させながら使用する機器ではなく，重量も重いため，可搬形機器にはならな

いが，“持ち運び可能な渦流スパ（transportable whirlpool spa）”を“可搬形機器（portable appliance）”と

混同する可能性があるため，“持ち運び可能な渦流スパは，可搬形機器には含まない。”と記載した。

また，試験のための一般条件では，“持ち運び可能な渦流スパ”は，移設（移動）を意図しており，分

解・組立を行うため，漏えい電流などの安全性を考慮して，可搬形機器として厳しい試験を要求する

必要があり，矛盾でないことを示すために，“持ち運び可能な渦流スパは，可搬形機器とはみなさない

が，可搬形機器として試験を行う。”とした。したがって，3.5.1 及び 5.101 の内容は矛盾していないと

いう結論になった。 

c) 感電保護クラス（6.1），及び液体に対する構造要求（22.33） 感電保護クラス（6.1）及び液体に対す

る構造要求（22.33）の改正作業過程において，感電保護クラスでクラス 0I 機器の条件として，定格感

度電流が 15 mA 以下の漏電遮断器を介して設置する案にしていたが，漏電遮断器による感電保護に疑

義が生じたため，審議した。審議した結果は，次のとおりである。 

1) 浴室内に設置する機器として電気用品の技術上の基準を定める省令の解釈（以下，電安法の解釈と

いう。） 別表第八で長年認めてきた方法であり，実績がある方法に準拠するように修正することと

した。 

2) 6.1 で，クラス 0 機器は，二重絶縁又は強化絶縁によって，1 次側と 2 次側とを分離する絶縁変圧器

を浴室内以外の屋内に設置する場合だけを認め，クラス 0I 機器は，接地が接続されていることを前

提にして認めることとした。 

3) 22.33 に，高速形の漏電遮断器（定格感度電流が 15 mA 以下のものに限る。）を盛り込むことを必須

とした。 

4) 我が国の接地は利用者が外す可能性があるため，機器本体の利用者が見やすい場所（7.1），取扱説明

書（7.12），及び設置説明書（7.12.1）に，“必ず接地する旨及び接地せず機器を利用すると感電する

危険がある旨。”の警告表示を行い，注意喚起を行うこととした。 

d) 対応国際規格の 11.8，19.13 に記載されている“Inlet”が，浴槽から見て吸込口なのか噴出口なのかに

ついて疑義が生じたため，審議した。第 59/61/116 小委員会（事務局：一般社団法人日本電機工業会）

に依頼して IEC に確認した結果，“噴出口”（機器から浴槽に噴き出す口）であることが判明したため，

“Inlet”を用いている 11.8 及び 19.13 の要求事項に適用した。 

なお，試験は，噴出口の水温を測定して行うこととなった。 

e) 液体に対する構造要求（22.33） 浴槽内の人が触れるおそれがある操作部などの部品に供給可能な電

圧について，交流 12 V 以下の安全特別低電圧としていたが，導電性の液体と同様にするべきとの意見

があって，審議した結果，直流 17 V で特に問題も起きていないため，導電性の液体と同様に直流 17 
V 以下も認めることとした。 
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f) 水と接触する発熱体の金属部品に対する構造要求（22.106） 第 1 段落の“持ち運び可能な渦流スパ”

と，第 2 段落で対象とする機器の違いについて疑義が生じたため，審議した結果，規定の内容から，

第 1 段落と第 2 段落とで用いている“持ち運び可能な渦流スパ”は，共に，“クラス 0I 又はクラス I の
持ち運び可能な渦流スパ”を対象としているものと判断した。 

g) クラス III 機器以外の機器の電源コード（25.7） 持ち運び可能な渦流スパの電源コードの要求事項

で，対応国際規格では，“shall not be lighter than rubber sheathed cords”と記載されているが，“ゴム被覆

コードより軽くてはいけない。”という訳は，意図する内容に相応しくないという意見があり，審議し

た結果，“ゴム被覆コードと同等以上の特性でなければならない。”と意訳することとした。 

4 主な改正点 

主な改正点は，次のとおりである。 

a) 用語及び定義の“渦流浴槽機器”及び“渦流スパ”（3.5.102 及び 3.5.103） 渦流浴槽機器及び渦流ス

パは，排水を意図するか意図しないかの違いであるため，定義を意訳し，同じ機能に関して記載する

こととした。 

b) 用語及び定義の“オーバーフロー防止機構”（3.5.103B） 旧規格では，“オーバーフロー機構”という

用語を定義せずに使用していたが，この規格では，新たに“オーバーフロー防止機構”という用語を

定義して使用することで，対象を明確にした。“オーバーフロー防止機構”は，浴槽から水があふれな

いようにするための機構で，浴槽上部に排水口を設ける場合，及び水位を検知して浴槽底の排水口を

開閉する場合がある。 

c) 感電に対する保護（6.1） 機器を可搬形と据置形とに分類した上で，細別で整理し，より分かりやす

くした。対応国際規格では，水と接触する金属部品をもつ，持ち運び可能な渦流スパの分類が追加さ

れたため，この規格でも追加し，電圧で整理したうえでクラス分類を追加した。 

d) 水に対する保護クラス（6.2） 対応国際規格では，IEC 60364-7-701 を用いて，浴槽の上及びシャワー

の水がかかる範囲を特定し，その範囲以外の場所及び屋外に機器の部分を設置する場合のクラス分類

を行ったため，この規格でも同様に分類した。 

なお，我が国では，JIS C 0364-7-701 で浴槽とシャワーがある場所を住居内の浴室とし，屋外の場合

は，別途屋外に対応したクラス分類を行うこととした。 

雨水が当たらない構造の場合は，住居内（屋内）と同様の扱いとした。 

e) 機器などへの表示（7.1） 旧規格では，浴槽の水質維持のため，噴出口の水温が一時的に 50 ℃を超

える間は入浴禁止としていたが，入浴禁止にせずとも，噴出口から離れればよいため，水温上昇時の

警告を，使用禁止から，噴出口へ接近をしないなどの内容に修正し，警告内容として“警告中は噴出

口に近づかない旨，又は離水する旨”を機器本体に表示することとした。 

6.1 でクラス 0I 機器を認めたが，接地を利用者が外す可能性があるため，機器本体の見やすい場所

に，接地を促す警告表示を行う規定を追加した。 

なお，接地を利用者が外すことが不可能な機器，例えば，ユニットバスなど浴室とセットで供給す

るような機器の場合は，機器本体への警告表示は不要と判断し対象外とした。 

f) 取扱説明書への表示（7.12） 水素イオン指数（pH）及び塩素濃度については，対応国際規格では，

要求事項とされているが，我が国では，必ずしも求められていないため，注記とした。また，塩素濃

度を記載する場合は，水素イオン指数（pH）の記載も行うこととした。 

6.1 でクラス 0I を認めたが，接地を利用者が外す可能性があるため，取扱説明書に接地接続を促す

警告表示を行うことを規定した。 
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なお，接地を利用者が外すことが不可能な機器，例えば，ユニットバスなど浴室とセットで供給す

るような機器の場合は，取扱説明書への警告表示は不要と判断し対象外とした。 

g) 設置説明書への表示（7.12.1） 旧規格では，設置説明書に，浴槽内の人が充電部を含む部分で触れる

ことを許容する箇所として，定格感度電流が 15 mA 以下の漏電遮断器を介して設置した機器の部分を

認めていたが，漏電遮断器は削除し，代わりに接地した機器の部分を認めることで，電安法の解釈 別
表第八に準拠した内容にした。 

対応国際規格では，接地された持ち運び可能な渦流スパの電源接続に関する設置説明書に記載する

内容を規定したため，この規格でも規定した。 

対応国際規格では，全ての機器は，定格感度電流が 30 mA 以下の漏電遮断器を介して設置すること

を規定したため，この規格でも規定した。 

なお，22.33 で定格電圧が 150 V 以下の機器においては，高速形の漏電遮断器（定格感度電流が 15 
mA 以下のものに限る。）を要求しているため，厳しい規格値（定格感度電流が 15 mA 以下のもの）を

要求される漏電遮断器をもつ場合は，定格感度電流が 30 mA 以下の漏電遮断器を介して設置する内容

の，設置説明書への記載は不要とした。 

屋外にコンセントを設ける場合，プラスチックボックスなどに収納する旨の記載を，設置説明書に

記載する要求事項を追加した。 

6.1 でクラス 0I を認めたが，接地を利用者が外す可能性があるため，設置説明書に接地に関する警

告を記載することを要求した。 

h) 液体に対する構造要求（22.33） 浴槽内の人が触れるおそれがある操作部などの部品は，導電性の液

体同様に，従前から直流 17 V 以下の安全特別低電圧によって供給することを認めてきた経緯があり，

事故も発生していないことから，直流 17 V 以下の安全特別低電圧によって供給することも認めた。 

旧規格では，浴槽内の人が操作部に触れることを許容する条件として，絶縁変圧器又は漏電遮断器

を介する方法を認めていたが，両者を削除して，電安法の解釈 別表第八で認めてきた実績がある方法

に準拠し，6.1 で，絶縁変圧器でクラス 0 機器を認め，接地でクラス 0I 機器を認めるようにして，JIS 
C 8300 に適合する高速形の漏電遮断器（定格感度電流が 15 mA 以下のものに限る。）を必須の構造と

して規定した。 

なお，定格電圧を 150 V 以下とした理由は，対応国際規格で規定する機器に適用する場合，7.12.1 で

定格感度電流が 30 mA の漏電遮断器が要求されており，厳しすぎる要求になるためである。 

i) 浴槽と一体になった機器の残水規定（22.102） 浴槽と一体になった機器の配管の汚染を防ぐために

内部配管の残水量を規定するに当たり，残水量を計算する場合に用いる浴槽の容積の決定方法を規定

した。 

浴槽の容積は，オーバーフロー防止機構の仕組みによって決定され，オーバーフロー防止機構では，

排水口から水が流れ出るまで水を満たしたときの容量，又は水位を設定可能な場合は，水位が最も少

なくなるように設定した場合の容量のいずれか少ない方とする。 

j) 電熱素子をもつ機器の警告（22.105A） 7.1 で規定した浴槽の水質維持のため，一時的に噴出口の水

温が 50 ℃を超える場合の警告で，音，発光，ディスプレイ表示などに訴える場合は，明確に認識可能

なものを要求することとした。 

k) 水と接触する電熱素子の金属部品に対する構造要求（22.106） 対応国際規格では，クラス I の持ち運

び可能な渦流スパの，水に接触する全ての金属部品に，保護接地に接続することを要求し，水と接触

する金属部品は，耐食性を要求しているため，この規格でも規定した。また，クラス 0I 機器の持ち運

び可能な渦流スパでも同様に規定した。 

l) 機器の電源への接続手段（25.1） 対応国際規格では，持ち運び可能な渦流スパに関する電源への接
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続手段及び電源コードの長さを規定したため，この規格でも規定した。 

m) 機器の電源コード取付方法（25.5） 対応国際規格では，持ち運び可能な渦流スパの電源コードの取

付方法を規定したため，この規格でも規定した。 

n) 機器の電源コードに関する強度及び特性（25.7） 対応国際規格では，持ち運び可能な渦流スパの電

源コードの強度及び特性を規定したため，この規格でも規定した。 

o) 機器分類及び要求レベル（附属書 JAA） 6.1 の分類の記載方法を整理したため，これに伴い機器分

類及び要求レベルを規定した表 JAA.1 を修正した。 

5 試験用毛髪について 

この規格では，22.103 に試験に用いる毛髪について，“細い又は中くらいの太さ”と規定しているが，日

本人の髪の毛の太さは，約 0.05 mm～0.15 mm であり，平均 0.08 mm～0.1 mm と考える。したがって，“約

0.05 mm～0.1 mm の細い又は中くらいの太さの質量 50 g の人間の毛髪”を試験用毛髪とした。 

6 法規との関係 

この規格の適用範囲に含まれる“浴槽用温水循環器”は，電気用品安全法（PSE）の対象製品であると同

時に，消費生活用製品安全法（PSC）の特別特定製品にも指定されており，この規格の要求事項とは別に

“経済産業省関係特定製品の技術上の基準等に関する省令（昭和四十九年三月五日通商産業省令第十八号）”

に準拠することが義務付けられている。特に，この規格の 7.1 及び 22.103 に関係する要求事項が規定され

ており，追加の要求事項は，次のとおりである。 

－ 水の吸込口と噴出口とが構造上一体となっているものであって，専ら加熱のために水を循環させるも

の及び循環させることが可能な水の最大量が毎分 10 L 未満のものを除く。［浴水の追いた（焚）き機

能付き給湯器の追いたき機能を想定している。］ 

－ 毛髪を取り付ける木製の棒の長さが 300 mm 

－ 吸入口に毛髪が吸い込まれるおそれがあるので注意する。 

－ 吸入口のカバーなどが緩んだ状態又は外れた状態では運転しない。 

－ 運転中に浴槽内に潜らない。 

－ 子供が入浴するときには，十分注意するなどの安全に使用する上での注意事項の表示 

－ ひし（菱）形 PSC マーク（特別特定製品）の表示の要求 

－ 届け出事業者の氏名・名称の表示（登録商標の表示で代替可） 

－ 吸入口への毛髪吸込試験で，垂直方向の引張試験は試験用毛髪 50 g，垂直より約 40°の方向の引張試

験は試験用毛髪 180 g で実施する。 

－ 試験の回数は各 30 回ずつ実施 

上記の追加要求事項があるため，7.1 及び 22.103 に消費生活用製品安全法では追加要求事項が規定され

ている旨を記載した。 

なお，22.103 に規定する“吸入口に着脱可能なカバーをもつ場合には，カバーを付けた状態及び外した

状態のそれぞれについて試験する。試験中，髪の毛でカバーを払い，吸込口から遠ざける。”旨の試験中の

動作は，消費生活用製品安全法にはなく，対応国際規格に規定されているため，この規格にも規定した。 
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解 6 

7 原案作成委員会の構成表 

原案作成委員会の構成表を，次に示す。 
 

家庭用医療機器 JIS 原案作成委員会 構成表 

   氏名 所属 
（委員長）  嶋 津 秀 昭 北陸大学 
（委員）  小 野 哲 章 滋慶医療科学大学大学院 
 ○ 北 村 昭 三 一般財団法人日本規格協会 
 ○ 小 川 幸 雄 株式会社白寿生科学研究所 
 ○ 堀   晋 司 コロナ工業株式会社 
 ○ 田 村   朗 ジェット噴流バス協議会 
 ○ 平 江 真 輝 一般社団法人ファインバブル産業会 
  谷茂岡 正 子 特定非営利活動法人東京都地域婦人団体連盟 
  高 島 利佳子 一般財団法人日本消費者協会 
  犬 伏 由利子 一般財団法人消費科学センター 
  田 中 秀 和 独立行政法人国民生活センター 
（関係者）  長 谷 亮 輔 経済産業省産業技術環境局国際電気標準課 
  加 藤 二 子 経済産業省商務情報政策局商務・サービスグル

ープヘルスケア産業課医療・福祉機器産業室 
  小金井   匠 経済産業省商務情報政策局商務・サービスグル

ープヘルスケア産業課医療・福祉機器産業室 
  神 沢 吉 洋 経済産業省商務情報政策局産業保安グループ製

品安全課 
  遠 藤   薫 経済産業省商務情報政策局産業保安グループ製

品安全課 
（オブザーバ）  中 村 潤 二 パナソニック株式会社 
（事務局）  渡 邉 裕 一 一般社団法人日本ホームヘルス機器協会 
  島 村 英 清 一般社団法人日本ホームヘルス機器協会 
  大 浦 浩 一 一般社団法人日本ホームヘルス機器協会 
  注記 ○印は，分科会委員を兼ねる。 

 
家庭用医療機器安全規格検討分科会 構成表 

   氏名 所属 
（主査）  小 川 幸 雄 株式会社白寿生科学研究所 
（委員）  中 村 潤 二 パナソニック株式会社アプライアンス社 
  堀   晋 司 コロナ工業株式会社 
  田 村   朗 ジェット噴流バス協議会 
  平 江 真 輝 一般社団法人ファインバブル産業会 
  内 田 政 幸 一般財団法人電気安全環境研究所 
  大 西 弘 純 株式会社コスモス・コーポレイション 
  西 村 明 郎 一般財団法人日本品質保証機構 
  北 村 昭 三 一般財団法人日本規格協会 
（事務局）  島 村 英 清 一般社団法人日本ホームヘルス機器協会 
  大 浦 浩 一 一般社団法人日本ホームヘルス機器協会 
   （執筆者 堀 晋司） 
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